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無電柱化事業は、「防災性の向上、安全性・快適性の確保、良好な景観形成の観点」から実施してきた

が、近年の災害激甚化・頻発化等により、必要性が高まり早期の実現が求められている。 
しかし、実現場と相違のある埋設物台帳をもとに設計、施工が行われることにより、施工時の手戻りや

埋設管破損事故のリスクが高くなり、「工期の長期化」や「高コスト化」等が課題となっている。 
本稿では、無電柱化事業のフロントローディングとして事業初期の計画段階で三次元での高精度の調査

を導入することで、地下情報の精緻化を図り、事業全体のスピードアップ、コスト縮減に寄与する技術と

して３次元地中レーダ調査を取り上げ、活用効果について考察する。 
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1.はじめに 
無電柱化事業は、「防災性の向上、安全性・快適性の

確保、良好な景観形成の観点」から実施されており、令

和 3年 5月に策定された無電柱化推進計画 1）では、令和

3 年度からの 5 年間で約 4,000km の新たな無電柱化に着

手することが発表されている。 
計画の実施においては、無電柱化の完了までに平均 7

年かかる期間を事業のスピードアップを図り、特殊な現

場条件を除き事業期間の半減に取り組むことが掲げられ

ており、地下情報の三次元データベース化の推進は、こ

の取り組みの一環となっている。 
地下情報は、主に道路管理者や占用企業者から収集さ

れるが、道路線形の変化や台帳図の年代により、現地状

況と差異が生じる場合がある。 
無電柱化事業のフロントローディングとして初期の計

画段階で３次元地中レーダ調査を導入することで、地下

情報の精緻化を図り、設計・施工段階での手戻りを縮減

し、事業全体のスピードアップ、コスト縮減に寄与する

ことが可能であると考える。 
 

2.３次元地中レーダ調査 
３次元地中レーダ調査とは、マイクロ波センサーで地

下のレーダ反射波を連続的に取得し、解析することで地

下埋設物情報などを可視化する技術である。（図-1） 
多配列地中レーダを用いて対象範囲を面的にデータ取

得・結合し、三断面（平面・縦断・横断）で解析を行う。 

 
図-1 ３次元地中レーダ調査の概要 
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埋設管の連続的な線形を三次元で捉えられるため、線

形変化点（平面・深度）や上越し・下越し・離隔等を明

確にし、不明管・残置管を含む埋設状況を把握すること

が可能となる。３次元地中レーダ調査の解析は、異なる

物性の境界で発生する反射波の強度、波形、伝搬速度な

どを用いるため、材質を問わず埋設管の検出ができる。 
調査能力として、深度 1.5m 程度までに埋設されたφ

50 より大きな管路を検知することが可能である。（表-1） 
 

表-1 ３次元地中レーダ調査の主なスペック 

項 目  

調査 
能力 

深度 
限界 1.0～1.5m 諸条件により異なる 

検知可能
な材質 

金属系、コンクリート系、プラス
チック系、その他  
※φ50mm 以下の小口径の埋設物に
ついては土質条件等から検知でき
ない場合あり 

調査精度
(誤差) 

水平位置：±10cm程度 
埋設深さ： 
深度 1m以浅：±10cm程度 
深度 1m以深：±10％程度 
※上記精度はテストフィールドで
の結果 

作業 
能力 現地調査 500～1,000㎡/日 程度 

 
また、地上点群データと組み合わせることにより、地

上部を含めた三次元モデルデータが作成可能で、現地再

現性の高い地上・地下統合情報が得られる。（図-2） 

 
図-2 三次元モデル作成例 

 
3. ３次元地中レーダ調査の精度 
３次元地中レーダ調査は非破壊による調査であるため、

調査手法などにより精度の差が生じやすい。そのため、

高い精度が確保される調査手法を選定することが重要で

ある。 
本件の調査手法を選定した福山河川国道事務所が発表

した既往文献 2）では、実際に３次元地中レーダ調査を

導入した際の、調査結果・埋設管台帳・現況（試掘）と

の精度検証結果がとりまとめられている。 
３次元地中レーダ調査では、試掘で確認された埋設管

の内 88%を検知している。また、平面・深度誤差につい

ては台帳の標準偏差が平面誤差 78.59 ㎝、深度誤差が

17.06 ㎝に対して、３次元地中レーダ調査の標準偏差は

平面誤差 13.31㎝、深度誤差が 13.62㎝であったと報告さ

れている。 
３次元地中レーダ調査を実施することで、埋設管台帳

に記載のない埋設物についても検知することができ、現

況との平面・深度誤差を修正し、地下情報の精緻化を図

ることが可能となる。 
 
4.３次元地中レーダ調査の活用効果 
電線共同溝事業における３次元地中レーダ調査は、既

に多くの自治体で導入されており、北海道開発局小樽開

発建設部 3）や近畿地方整備局和歌山河川国道事務所 4）

などでの事例が既往文献によってとりまとめられ、以下

の 3項目の活用効果が期待されている。 
①手戻りの防止 
・不明管発生による工事中断の抑制 
・既設埋設管と新設管路の敷設位置関係を明確化し、

施工時に既設埋設物と新設埋設管、新設特殊部・

分岐枡等の干渉を削減 
②合意形成の迅速化 
・三次元モデルでの視覚的な表現により、新設工作物

の支障となる場合の移設協議の円滑化 
・受注者と協力業者との情報共有や意見協議などの円

滑化 
・既設埋設管の位置を三次元で捉えることで、既設埋

設管との立体に離隔を確保した設計が可能となり、

既設埋設管の移設回数を削減 
③安全性の向上 
・地下埋設物の損傷によるライフライン事故の防止 

 
5.３次元地中レーダ調査の活用効果における評価

について 
建設工事における工事進捗の遅延やコスト増加は、

「不確実性を伴って発生する事象であるため、阻害要因

の発生頻度やそれによる遅延、コストに及ぼす影響を定

量的に評価することは難しい」5）とされ、「工程が遅延

した場合にどの程度の負担を受注者側が強いられるかに

ついて、工程が「1 日遅延した場合の増加コスト」とい

う指標を用いて定量的な考察」5）を試みている。 
この考え方を踏まえて、既設埋設管台帳との相違や不

特定管の出現などの阻害要因が発生した場合の工事遅延

日数を試算し、工事遅延日数からその影響を定量的に評

価する方法について検討を行った。 
 

豊島区提供 
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6.具体的事例を用いた評価  
都市部での具体的事例を用いて評価を実施した。探査

を実施した 30ｍ区間において、台帳との相違や台帳に

記載のない埋設管を確認した箇所を「施工時に不具合が

想定される箇所」とし、調査結果と台帳を照合し、この

条件に該当する箇所の抽出を行った。 

 

図-3 想定される不具合箇所 
 

照合の結果、4 箇所で不具合が生じる結果となった。

想定される不具合の内容を下記に記す。 
・特殊部① 
水道管に 13 ㎝のずれが生じることにより特殊部施工

位置を 21㎝変更 
・管路部① 
消火栓サイズの差異により通信管の位置を 50㎝変更 
・管路部② 
電力既存ストックに 56 ㎝のずれが生じることにより

施工の設計変更、道路管理者との調整が発生 
・管路部③ 
把握していない雨水横断管路が発見され、本体管路部

の位置を変更 
この 4箇所について、施工時に不具合が発生した場合

の工事日数を試算した結果 19 日であった。当初計画は

9 日であり、その差分 10 日が遅延回避（スピードアッ

プ）の効果と考えられる。 
この事例では、事前調査を実施しない場合に対して

52％工期短縮が期待できると試算した。 
 

7.今後の活用方法について 
国土交通省の取り組みの一環 6）として、小規模を除

く全ての公共工事（詳細設計・工事）において

BIM/CIMの適用が令和 5年度から開始される予定であり、

三次元モデルの作成・管理はより重要性が高まってくる。 
３次元地中レーダ調査の結果を用いて、CIM の基本

データの正確性を高めることは設計精度の向上や施工で

のスピードアップ、安全性の向上に寄与することが出来

る。 
設計精度の向上においては、①３次元地中レーダ調査

を用いることで現況に即した設計が可能となる②地下情

報を三次元モデル化することにより、干渉回避・省スペ

ースでの設計が可能となるなどの効果が期待される。

（図-4） 

 

図-4 三次元設計における設計例 
 

施工段階においては、３次元地中レーダ調査の結果と

ICT バックホウを連携させたことで、従来施工時間と比

較して 45％程度の時間縮減および、埋設管の保護も確

認された 7）。 
この結果は、テストフィールドにおける検証結果であ

るが、今後実道での実用化により施工現場の生産性向上、

省人化および安全施工への効果が期待される。 
 
8.まとめ 
本稿では、無電柱化事業のフロントローディングとし

て事業初期段階に３次元地中レーダ調査を導入し見えな

い地下埋設情報を精緻化することで、設計・施工段階に

おけるさまざまな活用効果のとりまとめ及び評価方法に

ついて検討を行った。 
無電柱化事業において 3次元地中レーダ調査で得られ

る情報は、安全で円滑な設計・施工に対し効果的である。

しかしながら、3 次元地中レーダ調査の導入や BIM/CIM
対応については一般的な無電柱化事業と比較し費用の増

加となるため、今後は事業全体を通しての工期短縮、コ

スト縮減と費用対効果に関する検討が必要となる。 
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